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大手メーカーの研究開発投資額は、年間数千億円規模に達している。この投

資が、投資対効果の観点から見て効率的であるかどうかが問われ始めている。

自社保有の特許を中心とする知財ポートフォリオの再評価や、M&A（合併・

買収）等に伴う相手先企業の事業価値評価など、企業経営者は高度な分析・判

断を求められる場面に直面している。

これら企業の「知財ポートフォリオ・マネジメント」を支援するために、野

村総合研究所（NRI）は「テクノロジー・ヒートマップ」という新たなソリュ

ーションを開発した。これは特定技術分野の特許出願状況などを分析し、各企

業が注力している技術分野や得意分野を可視化するもので、研究開発戦略の策

定、M&A対象企業の探索、および知財ポートフォリオの評価などを支援する

分析手法としても活用することが可能である。

本ソリューションは、知財運営における情報共有の重要性を認識する産官学

関係者に対して、共通言語的な役割を果たすと期待される。
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5戦略的知財ポートフォリオ・マネジメント

1 高水準の研究開発投資と
経営者の課題
日本のメーカーの研究開発投資は、大手企

業の場合で年間数千億円規模に達しており、

大手各社はバブル崩壊後においても、積極的

な研究開発投資を継続してきた（図１）。し

かし、投資対効果の観点から、この研究開発

投資が効率的に行われているか、研究開発の

成果が適切に企業利益に貢献しているか、問

われ始めている。

メーカーの経営者の課題は、選択的投資を

行い、競争力のある製品を市場に投入し続

け、コア事業の成長を持続させること、ある

いは次のコア事業を築き、企業の継続的な成

長を実現することである。それに向けて、研

究開発の見直しによる投資効率の改善や、事

業ポートフォリオの再編が急務となってき

た。また最近では、これに関連して、特許等

の知的財産権の再評価や、ライセンシングの

強化、M&A（合併・買収）時の相手先企業

の事業価値評価など、企業経営の意思決定に

おいて高度な分析や判断を求められる場面が

増えている。

2 低迷する国際競争力ランキング
スイスのIMD（国際経営開発研究所）が

本年５月に発表した、世界の主要60カ国・地

域を対象にした2004年版の「競争力ランキン

グ」によると、日本は総合順位で23位であっ

た（表１）。バブル景気を追い風に日本が首

位を独走した1990年前後に比べると、依然低

迷ぶりが目立っている。首位は米国が維持、

２位はシンガポール（前年４位）、３位はカ

ナダ（同６位）である。中国は24位と、日本

の１つ下に迫っている。

日本の総合順位を決定する内訳を見ると、

｢経済活力」17位、｢政府の効率性」37位、

｢ビジネスの効率性」37位、｢インフラ」２位

Ⅰ　企業の研究開発の現状と課題

表1 各国の競争力ランキング

総合力

経済活力

政府の効率性

ビジネスの効率性

インフラ

科学技術力

研究開発総投資

研究開発従事者数

基礎研究

教育内容

特許取得数（自国）

特許取得数（海外）

知財権の保護

日本

23

17

37

37

2

2

2

3

9

33

1

2

26

米国

1

1

10

1

1

1

1

―

1

31

2

1

6

中国

24

2

21

35

41

23

6

1

11

19

9

32

41

注）総合力ランキングの「インフラ」を決定する一要素が科学技術力
出所）IMD World Competitiveness Yearbook 2004
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6 知的資産創造／2004年10月号

となっている。｢ビジネスの効率性」が下位

にランキングされる主要因は、｢株主の権利

と責任の定義」が59位、｢株主利益の追求」

も59位などと低位にあることである。

一方、｢インフラ」は前年の３位から２位

へと順位を上げたが、｢特許取得数（自国）」

１位、｢同（海外）」２位、｢研究開発総投資」

２位、｢研究開発従事者数」３位などと、い

ずれも上位にあることが寄与している。

この調査結果は、研究開発投資と特許取得

件数が高位であるにもかかわらず、日本の総

合力としての国際競争力の向上にいま一歩結

びついていないことを示している。

3 困難な知財管理サイクルの導入
昨今、企業財務関連データや市場関連デー

タ、さらには研究開発の成果である特許の出

願や公報情報など、種々の分野の情報が電子

データとして開示が進められており、容易に

情報収集ができる環境が整いつつある。しか

し、その情報量が膨大なため、それを分析し

て経営判断に有効なキーメッセージを読み取

ることは、逆に困難になっている。

一般的なメーカーの場合、研究開発により

自社の得意とする技術分野をさらに強化し、

付加価値の高い魅力的な商品を生産すること

で競争力を高め、弱点分野については、外部

企業から技術を導入したり、アライアンスを

組んだりして、弱点を補強する戦略をとる。

しかし、研究開発の成果である特許につい

ては、①特許の明細書の表現が難解、②要素

技術が多岐にわたり製品イメージが想起しに

くい、③大手企業の場合は特許の出願件数が

非常に多く、他社との比較が困難――などの

問題に直面しており、研究開発戦略に含めて

検討しているケースは少ない。

本来、研究開発と知的財産の活動は、図２

に示すような管理サイクルで運営することが

求められる。また、研究開発と知的財産の管

理がきちんとできている企業は、単に自社の
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7戦略的知財ポートフォリオ・マネジメント

研究開発能力が優れているだけでなく、経営

層が自社の事業戦略の１つとして、研究開発

や知的財産の強化に関し、強いメッセージを

対外的に発表している点が特徴的である。

しかし、このような管理サイクルがきちん

と機能している企業は、IBMやデュポンな

ど一部にとどまっている。多くの企業は、今

後こうした取り組みを強化する必要がある。

4 始まった知財報告書への
取り組み
本年から、知的財産に関し先進的な取り組

みをしている一部の企業が、知財報告書を発

行し始めた。これは、自社の研究開発戦略の

概要と、当該投資の結果として、その成果で

ある特許がどのくらい権利化され、ライセン

ス収入がどの程度あがっているかを、投資家

に開示することで、投資を促進することを期

待したものである。

本年初めに経済産業省が公表した「知的財

産情報開示指針」が示す開示項目は以下のと

おりだが、先行して取り組んでいる企業が今

春に発表した知財報告書は、ほぼこれに沿っ

た項目立てとなっている。

①中核技術と事業モデル

②研究開発セグメントと事業戦略の方向性

③研究開発セグメントと知的財産の概略

④技術の市場性、市場優位性の分析

⑤研究開発・知的財産組織、研究開発協

力・提携

⑥知的財産の取得・管理、営業秘密管理、

技術流出防止に関する方針

⑦ライセンス関連活動の事業への貢献

⑧特許群の事業への貢献

⑨知的財産ポートフォリオに対する方針

⑩リスク対応情報

メーカーは、こうした知財報告書の公表を

はじめ、各種IR（投資家向け広報）活動に取

り組み始めているが、自社の研究開発投資の

効率性や、M&Aなど技術の外部調達の有効

性について、適切に示すのは容易ではない。

それは、研究開発戦略や知財戦略が企業の事

業戦略そのものであり、知的財産関連の情報

開示は競合企業に対する技術優位性の揺らぎ

につながるという懸念によるものもあるが、

特許の出願件数が多く、個別の研究開発の分

野が多岐にわたるため、それを明示的に示す

ことが極めて難しいためである。

本来は、自社の研究開発の成果である特許

を技術ポートフォリオとして捉えて分析し、

自社の先端的な技術領域や競争力のある技術

領域を対外的にアピールすべきだろう。

一方、この企業側からの新たな情報発信を

受けて、企業調査アナリスト側もこれを真剣

に分析・評価する必要がある。設備投資額を

上回る額の研究開発投資を実施するメーカー

は多く、機関投資家も、従来の設備投資内容

の把握にとどまらず、研究開発投資の内容、

その有効性、効率性についても関心を示し始

めている。

企業調査アナリストは、これまで企業の設

備投資内容については精査してきているが、

同投資額を上回る研究開発投資の内容の評価

には手が届かなかったのが実情である。しか

し今後は、研究開発投資の内容や技術ポート

フォリオの分析の重要性を理解して取り組み

始めた企業調査アナリストにより、財務デー

タ分析と知財データとを結びつけて研究開発

投資の概要を可視化した、全く新しいタイプ

の調査レポートも出現してくると思われる。
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8 知的資産創造／2004年10月号

1 知財マネジメントのプロセス
こうした点を踏まえ、これら企業の「知財

ポートフォリオ・マネジメント」を支援する

ために、野村総合研究所（NRI）は、新たな

ソリューションを開発してきた。以下では、

そのソリューションの概要と、今後の企業の

経営戦略（研究開発戦略やM&A戦略など）

策定への応用について述べる。

図３に示すように、一般的なメーカーの知

財マネジメントのプロセスでは、まず、経営

戦略、事業戦略を踏まえ、事業分野別に特許

を中心とした知的財産の洗い出しを行う。こ

れらを知財ポートフォリオとして捉えて分析

し、各事業戦略に合致しているかどうかの評

価を行う。

次に、競合企業の知財ポートフォリオの動

向分析により、類似商品に向けての技術開発

の状況を把握する。また、自社の知財ポート

フォリオと比較することで、当該市場で優位

に立てるかどうかを判断し、今後の研究開発

や特許出願の方向付けを行う。体系的な研究

開発を行ったとしても、すでに出願の多い領

域で他社と競うのか、防衛するのか、あるい

は回避するのかといった判断である。

最終的に、今後の研究開発の方針として、

強化すべき技術分野と、見直しの必要な技術

分野とを判別する。

たとえば、強化すべき技術分野に対しては

①自社での研究開発、②ライセンス（特許実

施権）の導入、③特許の買い取り、④M&A

（事業の買収）――の４つの選択肢が考えら

れる。同様に、見直しを要する技術分野につ

いては、①研究開発の打ち切り、②ライセン

スの提供、③特許の売却、④M&A（事業の

売却）――の４つの選択肢がある。

企業経営者は、これらの選択肢に対するコ

スト、リスク、アベイラビリティ（実際に選

択できるかどうかの有効性）を評価したうえ

で、研究開発並びに事業の方向付けなどの方

針決定を行う。

このような戦略的知財ポートフォリオ・マ

ネジメントの実践を支援するソリューション

として、NRIでは２つの評価手法を開発し

た。１つは「PPM（パテント・ポートフォ

リオ・マネジメント）分析」であり、もう１

つは「テクノロジー・ヒートマップ分析」で

ある。
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9戦略的知財ポートフォリオ・マネジメント

2 PPM分析
「PPM分析」については、本誌2003年７月

号の「特許評価ビジネスの活性化に向けて」

でも取り上げているので、ポイントだけを総

括すると、自社の特許群を「先願度」と「占

有率」（類似特許群における自社特許の割合）

により、以下の４つのカテゴリーに分けて分

類・評価する手法である（図４）。

①「先行独占」――他社よりも競争力があ

る。ただし、斜陽の製品分野について

は、継続保有の見直しが必要な場合も

ある。

②「先行ライフル」――基本的には自社で

保有すべき特許が多くある。周辺特許を

取得して自社占有率を上げることで、技

術を囲い込む可能性を検討する必要も

ある。

③「後発ピンポイント」――研究開発で他

社よりも出遅れている可能性があり、ポ

ートフォリオの内容検証を要する。

④「後発周辺」――「先行独占」と「後発

周辺」がバランスよく構成されている場

合は、特定技術に対して囲い込みがうま

くなされている場合が多い。先行独占が

少なく、後発周辺のみ件数が多いケース

は、技術内容を検証する必要がある。

3 テクノロジー・ヒートマップ
分析
一方、このほど新しく開発した「テクノロ

ジー・ヒートマップ分析」は、研究開発の成

果である特許や研究論文をもとに研究分野を

俯瞰分析するものであり、企業や研究機関の

知財ポートフォリオを分析・評価するのに有

効である。

分析は、新しい情報解析技術であるテキス

トマイニングの技術を応用しており、まず、

分析対象とする特許や研究論文の電子データ

を言語解析することから始める。言語解析か

らは、専門用語や技術の特徴をよく表現する

キーワードが抽出され、同時にその技術用語

の出現頻度がカウントされる。

次に、抽出された技術用語について、出現

頻度や同一文献に出現する回数（共起性）を

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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図4　PPM分析の概要�

注）IPC：国際特許分類�
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10 知的資産創造／2004年10月号

もとに統計解析を行う。統計解析の結果、技

術用語の相関関係から技術用語間の意味関係

の距離が求められ、さらにそれは平面上の相

対位置関係に変換される。そして、最終的に

技術用語は、平面座標軸上の位置としてマッ

プ上にプロットされる。一方、特許や研究論

文の文献データは、技術用語との関係が解析

され、包含する技術用語の周辺に集まる形で

位置関係が決定され、同一平面上にプロット

される。

「テクノロジー・ヒートマップ」は、この平

面上にプロットされた文献の分布密度を一定

のルールで計算し、密度の濃淡を色で表現し

たものである（図５、図９などを参照）。色

の赤い部分は、文献の分布密度が高く、文献

が集中していることを示している。

テクノロジー・ヒートマップ分析の特徴は

次のとおりである。

①プロットされる技術用語および各文献

は、相対的位置（意味関係の距離）をも

とに表現されており、絶対的位置の意味

を持たない。

②意味関係の近い技術用語は、互いに近い

位置にプロットされる。

③ユニークな技術用語ほど、中心から遠い

位置に出現する。

④分析は言語解析をベースにしており、セ

クターを選ばす、あらゆる技術分野への

応用が可能である。

⑤分析結果は、分析の母集団に含まれるさ

まざまなカテゴリーに分解して比較表現

することが可能であり、競合他社との比

較や時系列比較に有効である。

図５は、2003年８月に経営統合したコニカ

ミノルタについて、旧コニカと旧ミノルタの

カラー電子写真に関する特許を、テクノロジ

ー・ヒートマップにより分析した事例であ

る。このマップでは、特許の分布密度の高い

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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図5　テクノロジー・ヒートマップ分析の事例（コニカとミノルタの統合）�

注）カラー電子写真（Fターム「2H030｣）＋文中文字「高速」をキーワードに検索し、分析の母集団を決定

コニカとミノルタの事業統合により、コニカはカラー機に強いミノルタの技術を取得し、技術の補完を行った�
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11戦略的知財ポートフォリオ・マネジメント

ものほど赤く表示されるが、旧コニカがカラ

ー機関連技術に強い旧ミノルタの特許群を取

得し、技術を補完する形で事業統合がなされ

ている状況を読み取ることができる。

研究開発投資について、従来の自社開発に

代えて外部調達の方法を検討する企業が増え

ている。企業の事業戦略には、新規分野へ参

入するための成長戦略や、自社の弱点をカバ

ーするための修正（補強）戦略、低採算事業

部門を見直す修正（売却）戦略がある。いず

れの戦略でも、買収対象企業や売却先企業の

探索に際し、知財ポートフォリオの観点から

検討することが求められる。

図５に示したように、知財ポートフォリオ

の観点からテクノロジー・ヒートマップ分析

を行うことで、事業統合が互いの技術を補完

する関係にあるのか、また重複関係にある場

合は、技術の独占的な囲い込みにつながるの

か、二重投資を見直す必要があるのかなど、

事業統合の有効性や方向付けを行うことが可

能となる。このように、上記の知財ポートフ

ォリオ分析・評価手法は、戦略的知財ポート

フォリオ形成の場面でも有効な手段となる。

1 知財ポートフォリオと
研究開発効率性
上記の分析手法と、公開されている特許情

報、財務情報により、コピー機メーカー４社

を例に研究開発の効率性について分析する。

図６から、A社は、研究開発投資を積極的

に行っており、売上高、営業利益ともに他の

３社を引き離していることがわかる。また、

営業利益を研究開発費で割り算した研究開発

効率性も、同業他社の中でトップとなってい

る。一方、研究開発費に対する特許出願数の

比率は、B社、C社の方がA社より高い。こ

れを説明するために、PPM分析とテクノロ

ジー・ヒートマップ分析を試みた。

今回の分析は、対象母集団を特定の技術

分野、インク（Fターム〈特許分類コード〉

｢2C056－FC01｣）に絞って行ったものであ

る。総合的な評価に当たっては、他の技術分

野についても同様の分析が必要だが、分析結

果から次のような一定の推定を行うことは可

能である。

PPM分析では、A社のポートフォリオが、

全体件数が多いにもかかわらず、占有率の高

いところに集中しており、かつ先行技術の取

得（｢先行独占」の部分）、周辺特許の取得

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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Ⅲ　テクノロジー・ヒートマップを
活用した分析例

図6　コピー機メーカー4社の研究開発効率性�
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12 知的資産創造／2004年10月号

（｢後発周辺」の部分）がバランスよく行われ

ていることがわかる（図７）。これは、特定

技術分野において他社に先行して特許出願を

行い、かつその周辺技術に対しても着実に出

願を行った結果、自社技術の上手な囲い込み

ができていることを示している。

また、テクノロジー・ヒートマップ分析か

らは、各社が特許出願している技術分野は多

くの部分で重複しているが、A社が先行する

技術に対して、B社、C社、D社は、新しい

技術分野の開拓、および効率的な出願ができ

ていないことが見てとれる（図８）。

前述のとおり、本年から一部の企業が公表

し始めた知財報告書の開示項目は、研究開発

と事業との関連を示すものが主体である。こ

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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図7　コピー機メーカー4社のPPM分析�

注）インク（Fターム「2C056－FC01｣）をキーワードに検索し、分析の母集団を決定�
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図8　コピー機メーカー4社のテクノロジー・ヒートマップ分析�

注）インク（Ｆターム「2C056－FC01｣）をキーワードに検索し、分析の母集団を決定
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13戦略的知財ポートフォリオ・マネジメント

れまでは、研究開発セグメントと事業戦略の

方向性について、注力分野を単に定性的に記

載するにとどまっており、研究開発投資額の

何十％をどの分野に投入しているかといった

具体的な記載がないのが実態である。ここに

上記のような知財ポートフォリオ分析・評価

手法を活用することで、企業の事業戦略をよ

り明確にしていくことが可能となろう。

2 移動体通信関連の
知財ポートフォリオ
特許の中でも、近年出願件数が急増してい

るIT（情報技術）分野の特許は、応用発明

が多く、技術用語が難解で分析が極めて難し

いことで知られている。特に、ユビキタスネ

ットワークのキーテクノロジーの一翼を担う

と考えられる第４世代携帯電話やIP（イン

ターネットプロトコル）通信については、研

究開発の現状を見据え、将来に向けた研究開

発戦略を講じることが重要である。

ここでは、テクノロジー・ヒートマップを

活用した分析例として、国内の移動体通信と

IP通信の特許出願（約3500件）を対象に行

った結果について述べる。

まず、3500件の特許をヒートマップ上にプ

ロットすると図９のようになる。技術用語か

ら、これらの特許は、｢移動体通信のベース

となる基本的なネットワークに関する技術」

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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図9　移動体通信とIP通信のテクノロジー・ヒートマップ分析�

注1）IPC「H04B7｣（無線伝送方式）、かつキーワードに「IP」｢インターネット」を含むもの
　2）CDMA：符号分割多重接続、GPS：全地球測位システム、ID：利用者識別、IP：インターネットプロトコル、LAN：ローカルエリアネットワーク、PHS：簡�
　　 易型携帯電話�
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14 知的資産創造／2004年10月号

と「ネットワーク技術を応用した付加価値的

なサービスを提供する技術」に大別されるこ

とが読み取れる。

次に、個別企業の研究開発の方向性はどの

ようになっているかを分析した。紙幅の制約

もあるので、ここでは携帯電話事業者の研究

開発の分析例としてE社、電機メーカーの研

究開発の分析例としてF社のテクノロジー・

ヒートマップ分析の結果について述べる。

図10から、E社では、主に「移動体通信ネ

ットワークにおいて、通信速度、品質を向上

させる技術」と「通信ネットワークと、プロ

グラム、記録媒体、サーバー、データベース

などのITを組み合わせた応用技術」を中心

に特許出願をしていることがわかる。第３世

代携帯電話をはじめ、同社の基幹事業である

移動体通信の伝送速度の向上と、通話品質の

向上に向けた研究開発に注力している状況が

うかがえる。

一方、F社では、E社に比べて、関連領域

における研究開発の範囲が広いことがうかが

える（図11）。特許の出願も、｢移動体通信ネ

ットワークにおいて、通信速度、品質を向上

させる技術」や「通信ネットワークと、プロ

グラム、記録媒体、サーバー、データベース

などのITを組み合わせた応用技術」のほか

に、｢電源の供給、通話制御に関する技術」

や「カメラ付き携帯電話の応用サービスに関

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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図10　携帯電話事業者E社のテクノロジー・ヒートマップ分析�

注1）IPC「H04B7｣（無線伝送方式）、かつキーワードに「IP」｢インターネット」を含むもの
　2）IT：情報技術�

「移動体通信＋IP通信」に関する特許ポートフォリオ（147件）
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15戦略的知財ポートフォリオ・マネジメント

する技術」に関するものが多い。

同社の場合は、携帯電話端末の製造が大き

な事業領域の１つとなっていて、端末のバッ

テリー技術の向上や、カメラ付きなど付加価

値の高い製品の開発に向けた取り組みを進め

ており、これらの注力分野が特許出願に反映

されていると考えられる。

1 産官学における研究開発戦略
1980年代後半以降、製造業の研究開発投資

額が設備投資額を上回り始めた。この事実に

対しては、研究開発により設備投資に結びつ

くような成果が上がっていないためだという

解釈と、企業が研究開発による設備代替効果

を活用し、設備生産性の向上を図っているた

めだという解釈がある。

いずれの見方に立っても、研究開発戦略や

知財戦略の策定は、企業にとって、将来の事

業の核を見極めていくうえで従来にも増して

重要なプロセスであることに異論はない。

特に、日本における研究開発のマネジメン

トや知的財産に対する関心は、企業だけにと

どまらず、産官学連携に与えるインパクトも

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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Ⅳ 今後の研究開発戦略の
策定に向けて

図11　電機メーカーF社のテクノロジー・ヒートマップ分析�

注）IPC「H04B7｣（無線伝送方式）、かつキーワードに「IP」｢インターネット」を含むもの�

「移動体通信＋IP通信」に関する特許ポートフォリオ（226件）

電源の供給、通話�
制御に関する技術�

通信ネットワーク
と、プログラム、
記録媒体、サーバ
ー、データベース
などのITを組み合
わせた応用技術

カメラ付き携帯電�
話の応用サービス�
に関する技術�

移動体通信ネット�
ワークにおいて、�
通信速度、品質を�
向上させる技術�

10-NRI/p4-17  04.9.13 10:23  ページ 15



16 知的資産創造／2004年10月号

大きい。たとえば、2001年以降、国立の研究

機関が相次いで独立法人となったが、こうし

た研究機関では従来以上に事業化に向けた研

究開発戦略や知財戦略を打ち出すようになっ

ている。また、本年４月には国立大学が法人

化され、主要34大学において知財本部が設置

されるなど、教育機関の場でも研究開発の考

え方を再構築する動きが出ている。

2 テクノロジー・ヒートマップ
活用の広がり

今回取り上げたテクノロジー・ヒートマッ

プ分析の本質は、上述のように種々の情報開

示が進められるなか、最新の情報処理技術を

活用して「膨大な企業財務データ空間と知財

データ空間を結びつける」点にある。

テクノロジー・ヒートマップ分析は、和文

の特許明細書だけでなく、英文など海外の特

許明細書の分析にも対応可能であり、企業の

グローバルな研究開発戦略、知財戦略の策定

や、増加するクロスボーダー取引に役立つソ

リューションになり得る。

また、テクノロジー・ヒートマップ分析

の対象は、特許を中心とした知的財産だけに

とどまらない。特許出願前の研究論文などの

知的資産についても、可視化した分析が可能

である。たとえば、燃料電池に関する特許出

願の知財ポートフォリオに、出願前の関連研

究論文をプロットすることにより、最先端で

行われている燃料電池の研究開発動向を広く

把握することも有益であろう。

3 M&Aも視野に入れた戦略策定
日本でも、2005年度から一部の上場企業に

おいて導入される減損会計や、2006年の商法

改正によって外国株を活用した株式交換によ

るM&Aが認められるようになると、外資系

企業を含めた大型の事業再編や企業合併が多

く実施されると考えられる。

減損会計の導入では、知的財産を含む企業

の遊休資産の売却を促進する効果が見込まれ

る。たとえば、事業再編においても、当該企

業の有する技術をポートフォリオとして把握

し、テクノロジー・ヒートマップ分析により

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2004 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

図12　知財運営と情報共有（共通言語の必要性）�

注）IR：投資家向け広報�

マクロの視点（経営戦略の視点）�

�研究開発戦略、知財 IRの検討などの参考材料�

ミクロの視点（知財管理の視点）�

�特許の権利化、権利の維持・放棄の判断材料�
�競合他社の研究開発状況（出願特許ベース）のチェック�

　セミマクロの視点（提携・M&A、ライセンス戦略の視点）�

�戦略分野における自社・競合他社の研究開発の方向性チェック�
�事業提携、共同研究における研究開発の重複・補完状況調査�
�ライセンスの導入を検討する場合の必要技術の概要把握、粗選別�

経営層�

研究開発部門�

知財部門�
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技術の強みを可視化することで、技術供与を

受ける意向のある企業へのプロモーションに

役立てるような利用も考えられる。

M&Aについても、先にコニカミノルタの

例を示したように、自社のコアコンピタンス

（競争力の源泉）を補完する技術を有する企

業の選定や交渉対象企業の絞り込みにおい

て、経営層や投資家に技術統合の効果をビジ

ュアルに、かつわかりやすく示すことができ

ると考えられる。

M&Aの検討に際し、デューデリジェンス

（買収ターゲット事業についての事前精査）

は重要なプロセスである。従来は、財務面、

法務面について、それぞれの専門家が事業リ

スクの精査を行ってきた。しかし、事業価値

の評価に大きな影響を与える知的資産につい

ては、事前精査が行われることはなかった。

今後のM&Aも視野に入れた戦略策定に際し

ては、本稿で述べたソリューションを活用し

て、知的財産に関する事前精査を実施するこ

とが有益と考えられる。

4 知財運営の活性化に向けて
事業戦略、研究開発戦略が一体となった知

財戦略を構築するためには、知的財産に関す

る情報を経営陣、研究開発部門、知財部門が

共有し、密接な連携のもとに事業戦略や研究

開発戦略の策定を行うことで、知的財産を核

とした企業経営につなげることが重要であ

る。しかし、先述のとおり、グローバル競争

のなかで研究開発需要が増大している半面、

そのために必要な企業内ファイナンス能力、

すなわち収益力を構築できていない日本企業

が多い。

NRIが開発したテクノロジー・ヒートマッ

プは、ひとつのソリューションを提案するも

のである。知財運営における情報共有の重要

性を認識する人たちに対して、共通言語的役

割を果たすとともに、その応用分野は利用者

のニーズに応じて大きく広がる可能性を秘め

ている（図12）。今後、多方面の関係者に本

ソリューションが活用され、日本の知財運営

の活性化に寄与することを願ってやまない。
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